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■はじめに

　現在の社会制度やインフラは人口が増加することを

前提としてつくられており、少子高齢化、人口減少が

進む状況にそぐわなくなってきている。

　一方で、社会保障制度は個々人の生活に直結する問

題であり、すべての国民が避けて通れない問題である。

従って、超高齢・長寿社会にふさわしい社会システム

作りについて、各人が自分の問題として考えていくこ

とが必要である。

　このような認識のもと、「特集　超高齢社会」にお

いて、初回では「Aging in Place」（いくつになっても、

住み慣れた地域で安心して自分らしく生きること）に

焦点を当てて、住まいと住まい方について考察した。

　２回目となる前回には「年齢にかかわりなく活躍で

きる社会作り」に焦点を当てて、高齢者の就労につい

てを取り上げた。

　最終回となる今回については、高齢期の日常生活を

支えるサービスとしての「介護」に目を向けることと

する。

　初回、前回、今回の３つのテーマはいずれも政府の

高齢社会対策の方向性を明らかにした「高齢社会対策
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資料：1950年及び2011年は厚生労働省「簡易生命表」、1960年から2010年までは厚生労働省「完全生命表」、2020年以降は、国立社
会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果

（注）1970年以前は沖縄県を除く値である。０歳の平均余命が「平均寿命」である。

図表１　平均寿命の推移と将来推計
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大綱」（平成24（2012）年９月）において、分野別の基

本施策にも盛り込まれているものであり、わが国が横

断的に取り組まなければならない課題である。

■大介護時代の到来

興長寿化の副産物

　内閣府「高齢社会白書（平成25年版）」によれば、世

界でもトップクラスの長寿国となったわが国の平均寿

命は今後も延伸し続ける。平成23（2011）年現在の平

均寿命は（図表１参照）、男性が79.44年、女性が85.90

年であるのに対し、平成72（2060）年には男女とも平

均寿命がさらに延び、男性84.19年、女性90.93年で、女

性の平均寿命は90年を超えると見込まれている。また、

65歳時の平均余命は、昭和30（1955）年には男性が11.82

年、女性が14.13年であったものが、平成23（2011）年

には男性が18.69年、女性が23.66年となり、さらに、平

成72（2060）年には男性22.33年、女性27.72年と予測さ

れ、高齢期は一段と長くなっていくという。

　本来、長寿は人類の永遠の願望でもあった。高齢者

は経験や知識を有し、長老として地域、社会で尊敬さ

れ、“畏敬の対象”でさえあったはずである。やがて、

平均寿命の延伸や高齢化社会の進展によって高齢者の

総数が増加してくると、その希少性が失われ、高齢者

の相対的な地位は次第に低下する。そして、徐々に表

社会から“敬して遠ざける存在”となり、平均寿命が

80歳を超える現代ではさながら社会的弱者のように扱

われるまでになってしまっている。

　元気に長生きし、病気に苦しむことなく、コロリと死

のうという意味のいわゆる“ピンピンコロリ”を願望

する高齢者は一般的に多いのではないだろうか。筆者

が先日視察した神奈川県内のある保健医療センターで

は、健康づくり教室がにぎわっていた。担当の方のお

話によると、利用者の大部分は60歳以上で、健康づくり

のなかでも特に「介護予防教室」の人気が高いという。

　しかしながら、健康寿命１という言葉があるように、

いくら健康に留意しても必ずケアを必要とする時期は

やってくるし、ともすれば長寿化に伴なってケアを要

する期間が長くなってしまう可能性も考えられる。

　NPO法人「高齢社会をよくする女性の会」理事長の

樋口恵子氏が著書のなかで、「高齢期の人々の日常生活

を支える営みが拡大し、その事実に時代は『介護』と

いう言葉を与えた」と書いているように、“社会的弱者”

の増大に伴ない、潜在化していた高齢者のケアが「介

護」という言葉を得てより広く認識されてきた。

興家族モデルの変容

　加えて、少子化の進展を背景に家族の構成も変容し

てきた。三世代同居が当たり前の時代に介護を支えて

きたのは家族であった。合計特殊出生率が4.0を超えて

いた時代（第１次ベビーブーム）は兄弟姉妹も多く、

伝統的な「介護は家族」という考え方が成り立っていた。

　しかし、今や合計特殊出生率は1.41（平成24（2012）

年）となり、一人暮らし世帯が急増している。世帯規

模は昭和35（1960）年に4.14人だったのに対し、平成

22（2010）年には2.42人と、この50年で半分近くまで

減少した。長く日本の家族の標準モデルであった「夫

婦と子供２人からなる４人家族」は実態にそぐわなく

なっている。このことは、家族による介護力の縮小、

週刊誌でも介護を特集。インパクトのあるタイトルが表紙
を飾っている

１　平均寿命のうち、健康で活動的に暮らせる期間。WHO（世
界保健機関）が提唱した指標で、平均寿命から、衰弱・病
気・痴呆などによる介護期間を差し引いたもの。
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換言すれば家族の介護の限界をも意味している。こう

して家庭外への介護ニーズが高まってきた。

　また、「介護」の暗い面の報道が日常的となってい

るが、その多くは家族モデルの変容に起因するミクロ

的な問題である。そのため、自分の身に置き換えて考

えやすく、そうすることでたちまち近い将来のごく身

近な不安へと変化してしまう。例えば「高齢者の独居

世帯やその予備軍でもある高齢者夫婦のみの世帯の増

加」「老老介護（高齢者が高齢者を介護すること）や

認認介護（認知症の高齢者が認知症の人を介護するこ

と）の増加」「誰とも会話をしない、近所づきあいを

しない、困ったときに頼る人がいないといった高齢者

の社会的孤立」「親を介護するために会社を辞めるサラ

リーマンの介護地獄」「団塊の世代に起こる同時多発介

護」などと聞くと、筆者もそうであるが、親元を離れ

て暮らす身としては不安を感じざるを得ない。

興大介護時代は総力戦で乗り越える

　このような現代について、前出の樋口氏は著書のな

かで「大介護時代」という表現を使って端的に言い表

している。介護の時代に「大」が付されていることに

ついては、「さらなる長寿化」と「介護を支えてきた

家族の急激な変容」を理由に挙げている。そして、「社

会全体で大介護時代を乗り切ろう」と呼びかけている。

　大介護時代は、中央・地方の行政、民間企業、地域

住民、高齢者自身も協力し合って「総力戦」で乗り越

えるしかない。

■介護保険制度の実施状況と今後の見通し

興介護保険制度の創設

　介護という言葉がここまで日常化したのは、平成12

（2000）年に介護保険が施行されたことが大きい。社会

が公的に要介護高齢者等の介護・生活支援を行うもと

のとして「介護の社会化」をめざしたのが介護保険で

ある。これにより、主に家族や地域のインフォーマル

セクター（親族・近隣・地域組織・ボランティア・

NPOなど公的に制度化されていない集団、組織のこ

と）が担ってきた、人と人とのつながりを中心とした

福祉活動は、多種多様な事業者の参入による「介護ビ

ジネス」としての介護サービスへと変わったという。

　ビジネスである以上、地縁や絆、相互扶助といった

面よりも、効率性や採算性より重視されるという弊害

はあるかもしれない。一方で、サービスの多様化を生

み、高齢期の暮らしに選択の自由と、家族による介護

負担の軽減をもたらしていることも事実である。

　その後、介護保険法の改正によって「介護予防」お

よび「在宅介護」の考えが重要視されることとなった。

平成23（2011）年の改正では、在宅療養の推進という

国の方針が明らかになった。地域包括支援センターを

中心に地域全体で高齢者の支援を行う「地域包括ケア」

の概念が打ち出されている。

興拡大し続けるサービスの対象者・利用者

　ここで、介護保険制度の実施状況を中心に介護の今

資料：厚生労働省

図表２　介護保険制度の実施状況

増加率現　　在制度開始時

38％2,986万人（2012年４月末）2,165万人（2000年４月末）65歳以上被保険者数

144％533万人（2012年４月末）218万人（2000年４月末）要介護（要支援）認定者数

94％523万件（2012年度）269万件（2000年度）要介護（要支援）認定申請件数

199％445万人（2012年４月分）149万人（2000年４月分）サービス受給者数
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とこれからを整理したい。

　まず、介護サービスの対象者、利用者についてみて

みたい。厚生労働省によると図表２の通り、65歳以上

の被保険者数は、制度開始時と比べて約821万人増加

（38％増）となっている。このうち、要介護認定を受け

ている人数は、制度開始時から約315万人増加（144%

増）で、要介護認定の申請数は約254万件増加（94％

増）している。また、実際にサービスを受給している

人数は、約296万人増加（199％増）している。

　ちなみに、図表３は現時点で提供されている介護

サービスの種類である。平成24（2012）年度から単身・

重度の要介護者等も自宅で暮らせるように、定期巡回・

随時対応サービスや複合型サービスが新設されている。

　今後の状況をみると、平成37（2025）年には団塊の

世代のすべてが75歳以上となり、介護費用は平成24

（2012）年の9.1兆円に対し、平成37（2025）年には18

～21兆円の見通しになっている。マクロ的にみれば「介

護は社会が担う」という介護保険の精神が普及してき

ているといえる。そして、今後、高齢者数の絶対数が

大幅に増加すると見込まれることから、サービスの需

要が増える方向にあるのは間違いないだろう。今後増

大するニーズに応えるためにも、さらに社会全体で対

応することが不可欠であると考えられる。

興慢性的な介護人材不足

　次に、ニーズの高まりを受けた介護サービスの提供

体制、つまり、支える側の状況はどうか。結論からい

えば、介護人材が慢性的な人材不足に陥っており、そ

の対策も含めまだまだ整備途上といえる。

　厚生労働省が設置した社会保障審議会介護保険部会
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市町村が指定・監督を行うサービス 都道府県・政令市・中核市が指定・監督を行うサービス

●地域密着型サービス
●居宅サービス

・特定施設入居者生活介護
・特定福祉用具販売 ・福祉用具貸与

●居宅介護支援 ●施設サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・介護療養型医療施設

●地域密着型介護予防サービス

●介護予防支援

●介護予防サービス

・介護予防特定施設入居者生活介護
・特定介護予防福祉用具販売 ・介護予防福祉用具貸与

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
・夜間対応型訪問介護
・認知症対応型通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・認知症対応型共同生活介護
　（グループホーム）
・地域密着型特定施設
　入居者生活介護
・地域密着型介護老人福祉施設
　入所者生活介護
・複合型サービス

・介護予防認知症対応型通所介護
・介護予防小規模多機能型居宅介護
・介護予防認知症対応型共同生活介護
　（グループホーム）

【訪問サービス】
・訪問介護（ホームヘルプサービス）
・訪問入浴介護
・訪問看護
・訪問リハビリテーション
・居宅療養管理指導

【通所サービス】
・通所介護（デイサービス）
・通所リハビリテーション

【短期入所サービス】
・短期入所生活介護（ショートステイ）
・短期入所療養介護

【訪問サービス】
・介護予防訪問介護
　（ホームヘルプサービス）
・介護予防訪問入浴介護
・介護予防訪問看護
・介護予防訪問リハビリテーション
・介護予防居宅療養管理指導

【通所サービス】
・介護予防通所介護（デイサービス）
・介護予防通所リハビリテーション

【短期入所サービス】
・介護予防短期入所生活介護
　（ショートステイ）
・介護予防短期入所療養介護

図表３　介護サービスの種類

資料：厚生労働省
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の資料によれば、介護保険制度の施行後、介護職員数

は増加して、10年間で２倍以上となったが、平成37

（2025）年には更に1.5倍以上必要と推計されている。

具体的には、「現在の149万人から毎年6.8～7.7万人の人

材を確保していく必要」があり、そのためには「新た

に入職してくる者を維持・増加させるとともに、離職

して他産業へ流出していく者が介護分野に定着するこ

とが重要」としている。特に、他産業に比べて高い離

職率（図表４参照）や低い平均賃金などを課題に挙げ、

①参入の促進、②キャリアパスの確立、③職場環境の

整備・改善、④処遇改善といった４つの視点で取り組

みを推進していくとしている。

　軽度者のニーズは買い物や配食など生活支援が中心

とされており、専門職でなくとも、ボランティアや

NPO、民間企業など多様な主体がかかわることのでき

る余地があろう。このような状況を踏まえれば、元気

な高齢者のなかに生活支援サービスの担い手となる者

も現れるかもしれない。元気な高齢者が社会的役割を

持つことは、すそ野の拡大に加え、高齢者自身の生きが

いや健康寿命を伸ばすことにもつながると期待される。

　なお、特別養護老人ホームの待機者が列をなし、サー

ビス付き高齢者向け住宅の登録戸数が急増している現

状をかんがみれば、自宅に代わる新たな介護の住まい

としての受け皿不足は推して知るべしであろう。

興サービスの地域間格差の懸念

　また、各地域によって介護保険をとりまく状況は異

なる。例えば、75歳以上の高齢者数は今後、首都圏を

はじめとする都市部で急速に増加するが、もともと高

齢者人口の多かった地方では緩やかに増加する、とい

うようにスピードや絶対数そのものが地域によって違

う（図表５参照）。このため、大都市圏では特別養護

老人ホームが不足し、住所地特例２を活用し県境を越え

て連携を求めるケースも出ているという。

　また、広くなりすぎた行政エリア（＝サービスの提

図表４　訪問介護員、介護職員の離職状況
（％）

24年度23年度22年度21年度20年度19年度

17.016.117.817.018.721.6介護労働者２職種計

（14.0）（13.8）（14.9）（12.9）（13.9）（16.9）（訪 問 介 護 員）

（18.3）（16.9）（19.1）（19.3）（21.9）（25.3）（介 護 職 員）

14.814.414.516.414.615.4全 産 業 平 均

資料：訪問介護員、介護職員は公益財団法人介護労働安定センター「平成24年度介護労働実態調査」、全産業平均は厚生労働省「雇
用動向調査」

２　社会保険制度において、被保険者が住所地以外の市区町村に
所在する介護保険施設等に入所等をした場合、住所を移す前
の市区町村が引き続き保険者となる特例措置。東京都杉並区
と静岡県南伊豆町の事例がある。

～地域力が試される大介護時代の到来～～
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供エリア）は一定時間内での訪問を困難にさせる。山

形のような雪国では冬季の交通事情、除雪状況等でよ

り難しくなる。採算面でも過疎地域や豪雪地域といっ

た特殊事情が事業者の参入の妨げとなっているとの指

摘もある。結果的に、サービスの偏在が生じざるを得

ない。

　高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を営むため

にも、市町村の自主性や主体性に基づき、地域の特性

に応じて地域包括ケアシステムを構築することが課題

となっている。

■まとめ

　超高齢社会は大介護時代の到来という側面を持つ。

大介護時代は、長寿化ゆえ、親が要介護になる頃には

その子どもも高齢者になり始める。すべての人が自分

の人生のどこかにケアを組み込まざるを得ない時代で

ある。介護に携わる人の声に触れ、介護の出発点とも

いわれる“想像力”を持って、各人の介護について考

える必要がある。

　また、大介護時代は「地域」がキーポイントだとい

われている。すなわち、これからの地域住民の生活の

質の向上の可否は、地域力にかかっていると考えら

れる。

　いずれにせよ、超高齢社会の課題解決のトップラン

ナーであるわが国において、そのなかでも特に高齢化

先進地域である地方生起の取り組みが、やがて超高齢

社会に突入する世界のモデルになるものと考えられる。
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図表５　各地域で異なる高齢化（75歳以上）の状況
（単位：万人、％）
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